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■ 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
(1) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社
の業務の適正を確保するための体制についての概要は以下のとおりであります。

　
① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　全ての取締役及び従業員が公正で高い倫理観のもと、常に法令遵守の精神を具現化
し、業務を執行することが企業としての社会的な責務であると認識し、内部管理体制の
強化、コンプライアンス意識の啓発等を図り、将来にわたって継続的に社会から信頼さ
れる経営体制の確立に努める。
　具体的には、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置して、全部署及びグループ会社
に至るまで例外なき内部監査を定期的に実施する。内部監査においては業務実施状況・
体制を把握するとともに、すべての業務が法令・定款及び社内諸規程に準拠して適正に
行われているか、及び会社の制度・組織・諸規程が適正・妥当であるかについて公正に
調査・検証し、監査結果を代表取締役社長に報告する。また、法令違反・不正行為によ
る不祥事の防止及び早期発見、自浄プロセスの機動性の向上、風評リスクのコントロー
ル、並びに社会的信頼の確保のために「企業倫理ヘルプライン」を設け、複数の窓口を
設置、通報者の保護を徹底した内部通報制度を確立する。更には、コンプライアンス意
識の向上を図るため、法務部を設置し、各種研修・教育を実施する。
　当社及びグループ会社は、反社会的勢力とは一切関わりを持たず、不当な要求に対し
ては毅然とした態度で対応する。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が「職務権限
規程」に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法
令及び「文書取扱規程」等に基づき、定められた期間保存し、取締役及び監査役が必要
に応じて閲覧可能な状態を維持する。その上で管理本部長を情報の保存及び管理を監督
する責任者とする。

　
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　企業価値の向上・持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対応すべく、リスク管理マニ
ュアル等の作成や、万が一不測の事態が発生した場合には代表取締役社長を本部長とす
る対策本部（顧問弁護士等の外部専門家チームの編成を含む）を設置するなど、組織的
な危機管理体制の構築に努める。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　会社全体の企業ビジョンを確立・実践する指標として、中期経営方針及び単年度の経
営計画を策定し、取締役会はその経営方針及び経営計画を実現するため取締役の執行権
限と担当業務を明確にし、職務執行の効率性を高める。また、代表取締役社長及びその
他の業務執行を担当する取締役に業務執行の決定を委任された事項については、グルー
プ会社を含めて「組織規程」又は「関係会社管理規程」等に基づき必要な決定を行う。
これらの規程についても法令の改廃を踏まえ、また職務執行の効率化を目的として、適
宜適切に見直すこととする。

　
⑤ 当社及びグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、グループ会社の適正な業務執行を確保するため、「関係会社管理規程」に基
づき、経営企画部がグループ会社の管理を所管することとし、グループ会社の自主性を
尊重しつつ、事業の状況に関する定期的な報告を受けるとともに、グループ会社の経営
上重要な事項については当社との間で事前協議又は事前承認を要することとする。グル
ープ会社の経営計画についても当社管理のもと策定され、事業期間中も当社より適時適
切な助言、指導を行うことにより、グループ会社の業務の効率化を図る。また、当社及
びグループ会社は、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、各部署
にリスク管理責任者を配置する。発生するおそれのある経営上、事業上のリスクを発見
した場合は、リスク管理委員会に報告され、リスク情報の分析並びに対応策を検討し、
当社及びグループ会社の損害を未然に防止し、又は発生時の被害を最小限に抑える。グ
ループ会社で発生し、又は発生するおそれのある法令違反又は不正行為については「企
業倫理ヘルプラインに関する規程」で定められた各社内通報窓口又は社外監査役に通報
される制度を構築し、これらの早期発見及び早期解決に努める。
　内部監査室は、グループ会社の業務全般にわたる制度・組織・諸規程の有効性と妥当
性を確保すべく、全てのグループ会社に対し内部監査を実施し、その結果を当社代表取
締役社長等所定の機関に報告することとする。
　代表取締役社長は、当社及びグループ会社の財務報告の信頼性を高め、企業価値を向
上させるため、公正妥当な会計基準に準拠した財務諸表の作成及び報告を行うこととす
る。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関
する事項
　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合に、監査役付として従
業員を配置することとする。監査役付は会計又は法律等の知見を十分に有する者から指
名し、監査役の指示に従い職務を行うものとする。また、監査役会を設置した場合には
当該監査役会の事務局も兼務することとする。

　
⑦ 前項の従業員の取締役からの独立性に関する事項
　前項の監査役付の独立性を確保するため、当該従業員の人事異動及び人事考課につい
ては、事前に監査役へ報告をし、同意を得ることとする。

　
⑧ 監査役の第６項の従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項
　第６項の監査役付は、監査役に同行して、取締役会その他の重要な会議に出席する機
会を確保される。また、監査役に同行して、代表取締役社長や会計監査人と定期的に意
見交換をする場に参加する。監査役からの指示については、取締役及びその他の従業員
は、監査役付の業務が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力する。

　
⑨ 当社及びグループ会社の取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査
役への報告に関する体制
　全ての取締役及び部署長は、監査役が出席する取締役会その他の会議において随時そ
の担当する業務の執行状況の報告を行うこととする。また、監査役が求めたときは、社
内のあらゆる会議に出席を認めるものとする。当社及びグループ会社の全ての取締役及
び従業員は、会社の信用・業績等に重大な影響を与える事項、若しくはそのおそれのあ
る事項、又は企業ビジョン・企業行動規程等に対する重大な違反等を発見次第、直ちに
監査役に対し報告を行うこととする。
　当社及びグループ会社の取締役及び従業員は、いつでも「企業倫理ヘルプラインに関
する規程」に定める当社内部通報窓口に通報することができ、これに加え任意に、社外
監査役に対し通報することができる。当社コンプライアンス部門は、取締役及び従業員
に対する教育、研修の機会を通じて、通報窓口の周知及び積極的な通報を促す。
　「企業倫理ヘルプラインに関する規程」において、当社及びグループ会社の取締役及
び従業員が内部通報窓口への通報により、人事評価において不利な取扱いを受けること
がなく、また懲戒その他の不利益処分の対象となることがないことを明示的に定めるほ
か、監査役に対して報告したことを理由に不利益処分の対象とならないことを周知す
る。
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⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償
還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について
生じたものでないことを証明できる場合を除き、速やかにこれに応じる。

　
⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　代表取締役社長は相互の意思疎通を図るため、監査役と定期的な会合を持つこととす
る。また、内部監査室は「内部監査規程」及び「内部監査実施要領」に基づき、監査役
監査及び外部監査人監査が効率的かつ実効的に遂行されるべく、連絡・調整を密にし、
協力することとする。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 取締役の職務執行について
　社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動するよう徹底しておりま
す。当事業年度において取締役会を20回開催し、各議案についての審議、業務執行の
状況等の監督を行い、活発な意見交換がなされております。

　
② 監査役の職務執行について
　監査役は当事業年度において監査役会を13回開催し、監査役会において定めた監査
計画に基づいた監査を実施しております。また、監査役の取締役会その他の重要な会議
への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間における定期的な情報交換
等により、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状況を確認し
ております。

　
③ 当社子会社における業務の適正の確保について
　当社子会社から、「関係会社管理規程」に基づき、事業の状況に関する定期的な報告
を受けるとともに、その営業活動等を把握しております。

　
④ コンプライアンス・リスク管理について
　「企業倫理ヘルプライン」を設け、コンプライアンス違反行為や疑義のある行為等を
報告したものが、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保す
るために、報告した使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関して不利な取り扱いを行わ
ないよう徹底しております。
　また、大規模災害等を想定した対策訓練、帰宅困難者のための物資の確保等、不測の
事態に備えております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 8,387,211 2,871,767 24,269,800 △174 35,528,605

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,578,040 3,578,040 7,156,080

剰 余 金 の 配 当 △1,282,660 △1,282,660

親会社株主に帰属する当期純利益 7,420,391 7,420,391

自 己 株 式 の 取 得 △67,814 △67,814

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △4,137 △4,137

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 3,578,040 3,573,902 6,137,730 △67,814 13,221,859

当 期 末 残 高 11,965,251 6,445,670 30,407,531 △67,988 48,750,464

　
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 その他の包括利益

累 計 額 合 計
当 期 首 残 高 2,468 144,033 146,502 11,329 35,686,437

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,156,080

剰 余 金 の 配 当 △1,282,660

親会社株主に帰属する当期純利益 7,420,391

自 己 株 式 の 取 得 △67,814

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △4,137

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △174 △49,349 △49,524 △9,236 △58,760

当 期 変 動 額 合 計 △174 △49,349 △49,524 △9,236 13,163,098

当 期 末 残 高 2,293 94,684 96,978 2,092 48,849,535
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連結注記表
（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
(１) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
　連結子会社の数 13社
　連結子会社の名称 サンフロンティア不動産投資顧問株式会社

ＳＦビルサポート株式会社
ＳＦビルメンテナンス株式会社
サンフロンティアホテルマネジメント株式会社
スカイコートホテル株式会社
サンフロンティアコミュニティアレンジメント株式会社
サンフロンティア佐渡株式会社
東京陽光不動産股份有限公司
SUN FRONTIER VIETNAM CO.,LTD.
PT. SUN FRONTIER INDONESIA
PT. SUN FRONTIER PROPERTY ONE
SUN FRONTIER DANANG CO.,LTD.
SUN FRONTIER INVESTMENT CO.,LTD.

なお、サンフロンティア佐渡株式会社については、新規設立に伴い、当連結会計年度より連結子会
社に含めることとしております。
株式会社ユービは、平成29年10月２日付でＳＦビルメンテナンス株式会社に商号変更しておりま
す。

　
(２) 議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等の名称等

該当事項はありません。
　

(３) 支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益に
関する事項
該当事項はありません。
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２．持分法の適用に関する事項
(１) 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称
　持分法を適用した関連会社の数 １社
　会社等の名称 株式会社パワーコンサルティングネットワークス
　

(２) 議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関連会社
としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

(３) 持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項
該当事項はありません。
　

３．会計方針に関する事項
(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
　時価のあるもの 連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
１．販売用不動産、仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
なお、賃貸中のものについては、有形固定資産に準じて償却を行って
おります。

２．仕掛工事 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

３．貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。
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(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降
に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～29年
その他 ２年～15年

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について
は、３年間均等償却を採用しております。

② 無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　
(３) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計
年度の負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づ
き計上しております。

④ 工事保証引当金 販売用不動産に係る補修費用の支出に備えるため、発生額を個別に見
積ることができる費用については当該費用を、その他については補修
実績率に基づく補修見込額を計上しております。

⑤ 保証履行引当金 滞納賃料保証事業に係る損失に備えるため、発生額を個別に見積るこ
とができる費用については当該費用を、その他については過去の実績
保証履行損失率を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

⑥ 株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当連
結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
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(４) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、国内連結子会社及び東京陽光不動産股份有限公司の決算日は３月31日、SUN
FRONTIER VIETNAM CO.,LTD.、PT. SUN FRONTIER INDONESIA、PT. SUN FRONTIER
PROPERTY ONE、SUN FRONTIER DANANG CO.,LTD. 及 び SUN FRONTIER INVESTMENT
CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、決算日が12月31日である連結子会社については、同日現在の計
算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。
　
② 重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を採用し
ております。

・その他の工事
工事完成基準を採用しております。

　
③ 退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　
④ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持
分に含めております。

⑤ 繰延資産の処理方法
株式交付費 支出時に全額費用計上しております。

⑥ 消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。
なお、控除対象外消費税等は発生連結会計年度の期間費用としてお
ります。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間のれんは５年間で均等償却しております。

⑧ 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
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（追加情報）
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
当社は、従業員への福利厚生を目的として、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。
① 取引の概要
本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社グループの従業

員に対して当社の株式を給付する仕組みです。
当社は、連結会計年度末において一定の条件を満たす従業員に対しポイントを付与し、受給権を取得し

たときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、あ
らかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものです。
株式給付信託（J-ESOP）については「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号平成27年3月26日）に準じて、総額法を適用しております。
② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自
己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は67,814千円及び株式数は56,500株でありま
す。
　

（連結貸借対照表に関する注記）
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産は、次のとおりであります。

販売用不動産 6,005,475千円
仕掛販売用不動産 44,539,495千円
建物 1,025,755千円
土地 6,511,578千円
その他 96,354千円
計 58,178,659千円

　

② 担保付債務は、次のとおりであります。
一年内返済予定の長期借入金 2,503,428千円
長期借入金 30,150,706千円
計 32,654,134千円

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額 492,068千円
　
（3）偶発債務

保証債務
賃料保証による債務保証
滞納賃料保証事業に係る顧客（保証限度相当額） 27,159,912千円
保証履行引当金 △52,195千円
計 27,107,717千円
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（連結損益計算書に関する注記）
該当事項はありません。
　

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
（1）発行済株式の総数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普 通 株 式 42,755,500株 6,000,000株 ―株 48,755,500株
　 (変動事由の概要)

　 増加の主な内訳は、次のとおりであります。
　 公募増資による新株の発行による増加 5,220,000株
　 第三者割当による新株の発行による増加 780,000株

　
（2）自己株式に関する事項

　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普 通 株 式 143株 56,500株 ―株 56,643株
（注）普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（J-ESOP）の信託口が所有する自社の株式56,500株

が含まれております。
　 (変動事由の概要)

　増加の主な内訳は、次のとおりであります。
　 株式給付信託（J-ESOP）の信託口における取得による増加 56,500株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

　

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額（千円） 一株当たり配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日
平成29年６月23日
定時株主総会 普通株式 1,282,660 30.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日
　
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり決議を予定しております。

　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額（千円） 一株当たり配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日
平成30年６月22日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,633,304 33.50 平成30年３月31日 平成30年６月25日
(注) 平成30年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）の信託口が保有する当社株式に対す

る配当金額1,892千円が含まれております。
　
（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定しております。資金調達については、
必要な資金需要の特性、金融市場環境、長期及び短期の償還期間等を総合的に勘案し、銀行借入によ
る間接金融、社債及び株式発行等による直接金融による資金調達を行う方針であります。デリバティ
ブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避又は一定の範囲に限定するために利用し、投機的な取引は
行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
借入金は、主に営業目的及び事業戦略上の投資資金として資金調達したものであります。変動型の借
入金につきましては、金利の変動リスクに晒されております。また、借入金は、主に金融機関から調
達しており、当社グループに対する取引姿勢の変化等により、資金調達が制約される流動性リスクに
晒されております。

③ 当該金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引相手先の契約不履行に係るリスク）の管理
売上債権管理規程等に基づき、営業債権について、主要な取引先の経営状況を定期的にモニタリング
し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
ロ．市場リスク（市場価格の変動に係るリスク）の管理
デリバティブ取引は、運用規程に定めのない投機目的では行いません。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループの資金需要に関する情報及び資金繰り状況の的確な把握を行うとともに、取引金融機関
との関係強化に努め、資金調達手段の多様化を図っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

　

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

現金及び預金 23,892,935 23,892,935 -

資産計 23,892,935 23,892,935 -
長期借入金（一年内返済予定を含
む） 33,406,324 33,147,795 △258,528

負債計 33,406,324 33,147,795 △258,528

デリバティブ取引 - - -
　

（注）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項
資 産

　

現金及び預金
　現金及び預金の時価については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。
負 債

　

長期借入金
　長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の合計額（＊）を同様
の新規借入において想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
（＊）金利スワップの特例処理に準じた金利キャップの処理の対象とされた長期借入金については、

当該金利キャップと一体として処理された元利金の合計額
デリバティブ取引

　

① ヘッジ会計が適用されていないもの
該当事項はありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの
金利スワップの特例処理に準じた金利キャップは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体
として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）
　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）及びホテル施設（土地
を含む。）を有しております。平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は150,772千円
（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上しております。）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年度末の時価
は、次のとおりであります。

　

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

6,938,022 △4,656,853 2,281,168 3,525,500
　

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は新規取得(682,443千円)であり、減少額は連結子会社
による運営へと方針を決定したこと等(5,339,297千円)によるものであります。

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、もしくは
一定の評価額や指標を用いて調整した金額であります。

　
（１株当たり情報に関する注記）
（1）１株当たり純資産額 1,003.05円
（2）１株当たり当期純利益 167.62円
（注）当連結会計年度における普通株式の期中平均株式数及び期末発行済株式総数の計算において控除する自

己株式に、株式給付信託（J-ESOP）の信託口が保有する当社株式を含めております。なお、当連結会計
年度において、当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は3,050株、期末株式数は56,500株で
あります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

　
（その他の注記）
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 8,387,211 2,871,767 2,871,767 13,002 23,978,632 23,991,635 △174 35,250,440

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,578,040 3,578,040 3,578,040 7,156,080

剰 余 金 の 配 当 △1,282,660 △1,282,660 △1,282,660

当 期 純 利 益 7,444,587 7,444,587 7,444,587

自 己 株 式 の 取 得 △67,814 △67,814

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 3,578,040 3,578,040 3,578,040 - 6,161,926 6,161,926 △67,814 13,250,192

当 期 末 残 高 11,965,251 6,449,807 6,449,807 13,002 30,140,559 30,153,561 △67,988 48,500,632

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 2,468 2,468 35,252,908

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,156,080

剰 余 金 の 配 当 △1,282,660

当 期 純 利 益 7,444,587

自 己 株 式 の 取 得 △67,814

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額（純額） △174 △174 △174

当 期 変 動 額 合 計 △174 △174 13,250,017

当 期 末 残 高 2,293 2,293 48,502,926
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個別注記表
（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
　
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 販売用不動産、仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表評価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
なお、賃貸中のものについては、有形固定資産に準じて償却を行
っております。

② 仕掛工事 個別法による原価法（貸借対照表評価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降
に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～29年
その他 ２年～15年

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について
は、３年間均等償却を採用しております。

(2) 無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計
上しております。

(4) 工事保証引当金 販売用不動産に係る補修費用の支出に備えるため、発生額を個別に見
積ることができる費用については当該費用を、その他については補修
実績率に基づく補修見込額を計上しております。

(5) 株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事
業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

　
４．収益及び費用の計上方法
完成工事高及び完成工事原価の
計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を採用してお
ります。
その他の工事
工事完成基準を採用しております。

　
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。

　
(2) 繰延資産の処理方法
　 株式交付費 支出時に全額費用計上しております。

(3) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象
外消費税及び地方消費税は、発生事業年度の費用として処理しており
ます。

(4) 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
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（表示方法の変更）
　貸借対照表
　前事業年度において、流動資産の「関係会社短期貸付金」に含めておりました「一年内回収予定関係会社長
期貸付金」（前事業年度8,000千円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記して
おります。

　損益計算書
　前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「貸倒引当金繰入」（前事業年度19,890
千円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。

（追加情報）
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
当社は、従業員への福利厚生を目的として、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。
① 取引の概要
本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し

て当社の株式を給付する仕組みです。
当社は、事業年度末において一定の条件を満たす従業員に対しポイントを付与し、受給権を取得したと

きに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、あらか
じめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものです。
株式給付信託（J-ESOP）については「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号平成27年3月26日）に準じて、総額法を適用しております。
② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自
己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は67,814千円及び株式数は56,500株でありま
す。
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（貸借対照表に関する注記）
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産は次のとおりです。

販売用不動産 6,005,475千円
仕掛販売用不動産 44,539,495千円
建物 1,025,755千円
土地 6,511,578千円
その他 96,354千円
計 58,178,659千円

　

② 担保付債務は次のとおりです。
一年内返済予定の長期借入金 2,503,428千円
長期借入金 30,150,706千円
計 32,654,134千円

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額 391,827千円

　
（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 131,237千円
短期金銭債務 115,297千円
長期金銭債権 21,534千円
長期金銭債務 80,400千円
　

（4）取締役に対する金銭債務 56,250千円
　
（5）保証債務
　 関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証
　 SUN FRONTIER DANANG CO.,LTD. 775,736千円
　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 362,431千円
売上原価並びに販売費及び一般管理費 277,512千円
営業取引以外の取引による取引高 38,952千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項

　

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増加 減少 当 事 業 年 度 末
普 通 株 式 143株 56,500株 -株 56,643株
（注）普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（J-ESOP）の信託口が所有する自社の株式56,500株

が含まれております。
　 (変動事由の概要)

　増加の主な内訳は、次のとおりであります。
　 株式給付信託（J-ESOP）の信託口における取得による増加 56,500株

　
（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産（流動）
たな卸資産 280,714
未払事業税 160,277
賞与引当金 43,045
租税公課 51,628
未払費用 37,884
未払金 40,912
工事保証引当金 1,561
その他 22,285
小計 638,309

繰延税金資産（固定）
関係会社株式評価損否認 137,823
長期未払金 17,223
固定資産評価損否認 8,766
減価償却超過額 2,743
その他 40,646
小計 207,203

評価性引当額 △196,914
繰延税金資産合計 648,598
繰延税金負債（固定）
その他有価証券評価差額金 1,012
小計 1,012

繰延税金負債合計 1,012
繰延税金資産純額 647,586
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．関連会社等

（単位：千円）
会 社 等 の 名 称 議決権等の所有(被所有)割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

サンフロンティアホテ
ルマネジメント株式会
社

(所有)
直接98%
間接 ―

賃貸借取引
経営管理
役員の兼任
資金の貸付

建物賃料の受取 271,619 前受金預り保証金
25,457
70,500

事務サービス費の受取 11,400 立替金 1,004

利 息 の 受 取 8,302 貸付金 1,240,000
（注）１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。
　 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針

利息の受取及び建物賃料の受取については、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行って
おります。又、事務サービス費については、役務提供に対する費用等を勘案して合理的に価格を決
定しております。
　

２．役員及び個人主要株主等
（単位：千円）

会 社 等 の 名 称 議決権等の所有(被所有)割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期 末 残 高

TAMインキュベーター
株式会社

(所有)
直接―
間接―

高原利雄の
資産管理会社

建物管理手数料
の受取 2,899 売掛金立替金

209
800

不動産売買仲介
手数料の受取 11,910 ― ―

（注）１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

　 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針
建物管理手数料の受取及び仲介手数料の受取については、通常の建物管理契約及び不動産売買仲介
契約に基づき手数料の決定を行っております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
（1）１株当たり純資産額 995.97円
（2）１株当たり当期純利益 168.16円
（注）当事業年度における普通株式の期中平均株式数及び期末発行済株式総数の計算において控除する自己株

式に、株式給付信託（J-ESOP）の信託口が保有する当社株式を含めております。なお、当事業年度にお
いて、当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は3,050株、期末株式数は56,500株でありま
す。

　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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